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事業報告書 
（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

 
Ⅰ．法人の概況 
１．設立経緯 
  戦後、昭和 27 年の日米講和条約発効から昭和 47 年の復帰までの間、米軍による

立入禁止や操業制限によって沖縄県漁民が被った被害に対し、日本政府から特別支

出金として拠出された 30 億円を基本財産とし、種々の漁業振興事業を営むために

財団法人として設立された。 
 
 
２．設立年月日 
   昭和５３年１１月２０日 
   平成２５年４月１日   公益法人制度改革に伴い公益財団法人へ移行 
 
 
３．目的（定款第 3 条） 
  この法人は、沖縄県水産業の振興を図り、安定的な水産物供給と漁業者の生活向上

に努め、もって地域社会の健全な発展に寄与することを目的とする。 
 
 
４．事業（定款第 4 条） 
  この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 
  (1) 水産業・漁村の多面的機能及び水産資源の維持管理に関する事業 
  (2) 水産物の加工・流通・消費に関する事業 
  (3) 漁業経営体の育成及び経営基盤強化に関する事業 
  (4) 漁業後継者等の人材育成及び福祉の向上に関する事業 
  (5) その他、この法人の目的を達成するために必要な事業 
 
 
５．所管官庁に関する事項 
  沖縄県 
 
 
６．主たる事務所 
  沖縄県那覇市前島三丁目 25 番 39 号 
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７．役員等  
令和 3 年 3 月 31 日現在 
 

（１）理事【定数 3 名以上 5 名以内、現在数 4 名】 
区 分 氏 名 所属役職 
理 事 長 金 城 明 律  
理  事 上 原 亀 一 沖縄県漁業協同組合連合会代表理事会長 

〃 真栄田正 男 沖縄県漁業協同組合長会監事 
〃 仲 村 哲 沖縄県農林水産部農漁村基盤統括監 

任期：令和 4 年度定時評議員会終結の時まで 
 
 
（２）監事【定数 3 名以内、現在数 3 名】 

区 分 氏 名 所属役職 
監  事 玉 榮 將 幸  与那城町漁業協同組合代表理事組合長 

〃 嘉手納良 博 全国漁業信用基金協会沖縄支所担当理事 
〃 倉 持 輝 幸  倉持公認会計士事務所所長 

任期：令和 4 年度定時評議員会終結の時まで 
 
 
（３）評議員【定数 3 名以上 9 名以内、現在数 9 名】 

氏 名 所属役職 
大 嶺 嘉 昭  国頭漁業協同組合代表理事組合長 
若 津 武 徳  石川漁業協同組合代表理事組合長 
当 真 聡 与那原・西原町漁業協同組合代表理事組合長 
石垣伸太 郎 那覇市沿岸漁業協同組合代表理事組合長 
伊良波宏 紀 伊良部漁業協同組合代表理事組合長 
能 登 拓 沖縄県農林水産部水産課課長 
亀 谷 幸 夫  沖縄県漁業協同組合連合会代表理事専務 
屋 比 久 健  沖縄県漁業士会会長 
新 立 弘 子  沖縄県漁協女性部連合会会長 

任期：令和 6 年度定時評議員会終結の時まで 
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Ⅱ．庶務の概要 
１．総評 
（１）基本財産運用面 

政策金利が依然として低い水準にあることから、金融資産運用に頼る当法人にとっ

ては厳しい状況が続いている。 
令和２年度における基本財産 3,325,318 千円の定期預金及び国債等債券による受取

利息の運用利回りは 0.64%、金額で 21,423 千円となった。 
 
（２）事業推進面 
〔公１事業〕 
  事業主体と事務取扱の契約を締結している債務負担行為に類する事業並びに要望

調査結果に基づく各種補助事業を実施したが、一部、新型コロナウィルスの感染拡大

により、外国人技能実習生受入支援事業の申請が見送られるなど影響があった。 
 
〔公２事業〕 
  平成 25 年 4 月 10 日に日本と台湾の双方の代表により署名された「東シナ海におけ

る平和及び安定を維持し、友好及び互恵協力を推進し、排他的経済水域の海洋生物資

源の保存及び合理的な利用並びに操業秩序の維持を図ることを目的とした取り決め

（通称：日台漁業取り決め）」により、沖縄県漁業者は外国漁船との漁場競合の激化、

水産資源の悪化等に直面している。このような環境の変化に対応するため、国が予算

措置した沖縄漁業基金事業により、漁業者の経営安定、被害救済及び漁場機能の回復

並びに漁業環境の整備を推進し、本県水産業の競争力強化及び安定的発展に寄与する

ことを目的とする事業を実施した。なお、今年度は新型コロナウィルスの感染拡大に

より、民間漁業者交流支援事業、沖縄産水産物流通促進事業、海岸清掃活動支援事業

で規模縮小や申請を控えるなどの影響が出たほか、施設整備等利子助成事業では据置

期限延長に伴う条件変更申請に対応した。 
 
〔公３事業〕 
  広大な米軍訓練水域の設置や台風襲来による暴風雨や高波などの自然環境による

被害など、社会的・地理的な特殊事情によって影響を受けている沖縄県内の漁業者等

の経営安定のための総合的な負担軽減対策を目的に、国が平成 26 年度補正予算で措

置した沖縄漁業安定基金事業（公３事業）を実施した。なお、今年度は新型コロナウ

ィルスの感染拡大により、太平洋島嶼国入漁支援事業、後継者育成支援事業、資源管

理型漁業推進事業、水産物販路拡大推進事業、水産物流通経路開発支援事業の各事業

で規模縮小や事業中止など影響があった。 
 
〔その他の事業〕 
  事業主体と事務取扱の契約を締結している債務負担行為に類する「漁業者老齢福祉

推進事業」を実施した。 
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２．重要な庶務事項 
（１） 理事会 

年月日 附 議 議 事 項 及 び 結 果 
02.05.12 

 

 

 

 

 

第１回理事会 
第１号議案 令和元年度事業報告書、貸借対照表、正味財産増減計

算書及び財産目録の件〔原案のとおり承認〕 
第２号議案 定時評議員会開催の件〔原案のとおり承認〕 
附 帯 決 議 本日の議決事項中、軽微な字句の訂正並びに違算誤

記による訂正は理事長に一任する。 
02.05.27 

 

 

 

 

第２回理事会 
 第１号議案 理事長及び副理事長の選定の件 

〔理事長に金城明律、副理事長に真栄田正男を選定〕 
 第２号議案 職務代行順序の件 

〔１位上原亀一、２位渡真利一夫、３位仲村哲で決定〕 
03.03.26 第３回理事会 

 第１号議案 令和３年度事業計画及び収支予算の件 
〔原案のとおり承認〕 

第２号議案 役員等の職務権限規程一部改正の件 
〔原案のとおり承認〕 

第３号議案 評議員選定委員会の外部委員選任の件 
〔外部委員に平田明則、糸数正を選任〕 

 附 帯 決 議 本日の議決事項中、軽微な字句の訂正並びに違算誤

記による訂正は理事長に一任する。 
（２）監事会 

年月日 監 査 事 項 
02.05.08 

02.10.28 

定期監査〔令和元年度期末監査〕 
定期監査〔令和２年度中間監査〕 

（３）評議員会 
年月日 附 議 事 項 及 び 結 果 
02.05.27 

 
 

 

 

令和２年度定時評議員会（定款第 25 条「決議の省略」による開催） 
 第１号議案 令和元年度事業報告書、貸借対照表、正味財産増減 

計算書及び財産目録の件〔原案のとおり承認〕 
 第２号議案 理事及び監事の選任の件 

〔理事に上原亀一、渡真利一夫、真栄田正男、仲村哲、

金城明律、監事に玉榮將幸、倉持輝幸、嘉手納良博を

選任〕 
 第３号議案 評議員選定委員会の委員選任の件〔亀谷幸夫を選任〕 
 附 帯 決 議 本日の議決事項中、軽微な字句の訂正並びに違算誤記

による訂正は理事長に一任する。 
 報 告 事 項 令和２年度事業計画及び収支予算書 

 



- 5 - 
 

（４）評議員選定委員会 
年月日 監 査 事 項 
02.04.21 第１号議案 評議員選任の件 

〔大嶺嘉昭、若津武徳、当真聡、石垣伸太郎、伊良波宏紀、

能登拓、亀谷幸夫、屋比久健、新立弘子を選任〕 
 
（５）その他 

年月日 事 項 
02.10.27 

10.28 
公益法人立入検査対応（水産会館） 
漁協役職員研修会出席（水産会館） 

 
３．許認可及び登記に関する事項 
（１）許認可事項 

なし 
 

（２）登記事項 
登記日 登 記 事 項 
02.05.27 那覇地方法務局へ評議員・理事・代表理事の変更登記 
02.06.22 那覇地方法務局へ理事の一部変更登記 

 
４．基本財産に関する事項                                              
  今年度は基本財産への繰入や出捐金はなかった。 
 
５．役職員に関する事項 
（１） 理事 

選任区分 定 数 前年度末 年度内増 年度内減 本年度末 
県 漁 連 役 員 １名以内 １ １ １ １ 
信 漁 連 役 員 〃 １ １ ２ ０ 
漁 協 組 合 長 会 役 員 〃 ０ １ ０ １ 
知 事 部 局 職 員 〃 １ １ １ １ 
学 識 経 験 者 〃 １ １ １ １ 

合  計 
3 名以上 
5 名以内 

４ ５ ５ ４ 

 
（２）監事 

選任区分 定 数 前年度末 年度内増 年度内減 本年度末 
会 計 専 門 家 1 名以内 １ １ １ １ 
漁 業 協 同 組 合 長 〃 １ １ １ １ 
漁協系統団体等役員 〃 １ １ １ １ 

合  計 3 名以内 ３ ３ ３ ３ 
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（３）評議員 
選任区分 定 数 前年度末 年度内増 年度内減 本年度末 

漁 業 協 同 組 合 長 1 名以内 ５ ５ ５ ５ 
知 事 部 局 職 員  〃 １ １ １ １ 
漁協系統団体等役職員 〃 １ １ １ １ 
漁 業 士 会 役 員  〃 １ １ １ １ 
漁協女性部連合会役員 〃 １ １ １ １ 

合  計 
３名以上 
9 名以内 

９ ９ ９ ９ 

 
（４）職員 

選任区分 前年度末 年度内増 年度内減 本年度末 
事務局長 １ ０ ０ １ 
課  長 １ ０ ０ １ 
主  任 ０ ０ ０ ０ 
書  記 ２ ０ ０ ２ 
嘱  託 ３ ０ ０ ３ 
派  遣 ２ ０ ０ ２ 
合  計 ９ ０ ０ ９ 
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Ⅲ．事業概要 

【漁業振興事業（公１事業）】 
１．栽培漁業推進事業****************************************************** 
  本県沿岸域の漁業生産力を高めるための「つくり育てる漁業」の推進を図ること

を目的に、漁業者の栽培技術の習得、資源の自主管理及び漁場保全の意欲を啓発し、

水産資源の持続的な利用と栽培漁業の定着化を促進するため、漁業者が漁協を通じ

て実施する稚魚及び稚貝等の放流活動に要する費用に対して補助する事業。 
  
 ・事業の対 象：県内の漁業協同組合等 
  ・補 助 率：事業費の 50 パーセント以内 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 1 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
《予算状況》※費目存置 
《関連活動》※なし 
 
２．水産物販路拡大推進事業************************************************ 
  漁民の経済的社会的地位の向上と水産業の生産力の向上を図り、地域経済の発展

に寄与することを目的に、沖縄県漁業協同組合連合会が実施する県産水産物の販路

拡大に要する費用に対し補助する事業。 
 
  ・事業の対 象：沖縄県漁業協同組合連合会 
  ・補 助 率：事業費の 50 パーセント以内 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 2 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
《執行状況》※費目存置 
《関連活動》※なし 

 
３．水産物流通加工推進事業*********************************************** 
  県内の漁業協同組合が実施する水産物の商品開発並びに流通手法開発に要する

費用に対して補助する事業。 
 
  ・事業の対 象：漁業協同組合 
  ・補 助 率：事業費の 50 パーセント以内 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 2 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
《執行状況》※費目存置 
《関連活動》※なし 
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４．地域漁業活性化事業**************************************************** 
  漁業協同組合が漁業者のニーズを基本に行政施策並びに地域と連携した活性化

計画の策定及び実施に要する費用に対して補助する事業。 
 
  ・事業の対 象：漁業協同組合 
  ・補 助 率：事業費の 50 パーセント以内 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 3 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
《執行状況》※費目存置 
《関連活動》※なし 
 
５．漁政活動推進事業****************************************************** 
  開発行為による赤土流出による漁場汚染、米軍演習による操業制限等諸問題等に

対し、沖縄県漁業協同組合連合会が国・県への陳情要請活動等に要する経費に対し

て補助した。 
 
  ・事業の対 象：沖縄県漁業協同組合連合会 
  ・補 助 率：事業費の 50 パーセント以内 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 3 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
 
《事業実績》                         単位：円 

区    分 総事業費 補助率 補助額 摘           要 

漁政事業   5,264,090 

  水産振興に関する協議や陳情要請費、県外にお

ける諸会議への派遣経費、関係漁業者に対し水

産業に関する広報や情報提供を行った。 

青壮年･女性漁

業者交換大会 
   0 

新型コロナウィルス感染拡大の影響により開

催中止となった。 

事業管理費 16,938,042  

合   計 22,202,132 50%以内 3,500,000  

 
《関連活動》 

年月日 事 項 
02.07.15 

09.11 
10.02 
10.07 
11.30 
12.24 

第１回ＪＦ沖縄漁政対策推進協議会出席（水産会館） 
水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業借受者選考委員会出席（水産会館） 
沖縄県漁業リース事業推進検討会第１回実務者会議出席（水産会館） 
県漁連等要請活動への同行（東京） 
第 1 回 JF 沖縄漁政対策推進協議会幹事会出席（水産会館） 
沖縄県リース事業推進検討会出席（水産会館） 
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〃 
03.03.10 

03.30 

沖縄県水産業成長産業化審査会設立会議出席（水産会館） 
沖縄県水産業成長産業化審査会第１回担当部会（水産会館） 
沖縄県水産業成長産業化審査会第１回会員会議（水産会館） 

 
６．漁協組織強化推進事業************************************************** 
  本事業は、漁協系統組織の健全な育成を通して、漁業者の生活向上、地域経済の

発展に資することを目的とし、関連する 2 つの事業からなる。 
（１）漁協組織強化推進支援 
   沖縄県漁業協同組合連合会内に設置された「沖縄県漁協組織強化推進協議会

（構成：県、金融機関、漁業系統団体等）」が実施する漁協組織の経営基盤強化と

要改善 JF 対策事業を推進するために要する活動費に補助した。 
 
  ・事業の対 象：沖縄県漁協組織強化推進協議会 
  ・補 助 率：事業費の 50 パーセント以内 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 3 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
 
《事業実績》                                                      単位：円 

区  分 総事業費 補助率 補助額 事業内容 
①要改善 JF 対策 
 
 
②研修会の開催 
 
 
③経営改善計画実

施漁協等への指導 
 
④県域組織再編対

策 
 
⑤漁協の現況作成 

11,138,331 ― ― 

① 協議会(2 回)、幹事会(2 回)、
要改善 JF 経営指導（羽地漁

協 2 回 
② 漁協役職員研修会（1 回） 

税務勉強会および組合員資格

審査に関する勉強会 
③ 委員会、幹事会 

宮古島漁協、八重山漁協、伊

是名漁協、伊江漁協、与那国

町漁協、伊平屋村漁協 
④ 宮古地区 3 漁協（意見交換） 

糸満漁協・港川漁協（協議） 
⑤ 令和元年度漁協の現況作成 

合  計 11,138,331 50%以内 3,000,000  
 
《関連活動》 

年月日 事 項 
02.06.03 

06.09 
10.08 
10.21 

沖縄県漁協組織強化推進協議会第 1 回幹事会出席（水産会館） 
沖縄県漁協組織強化推進協議会第 1 回委員会出席（水産会館） 
沖縄県漁協組織強化推進協議会第 2 回幹事会出席（水産会館） 
沖縄県漁協組織強化推進協議会第 2 回委員会出席（水産会館） 
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（２）利子補給 
   信用事業譲渡に伴う早期是正措置対象漁協、自主再建に取り組む漁業協同組合

との利子補給契約に基づき利子補給した。 
    
  ・事業の対 象：漁業協同組合及び沖縄県漁業協同組合連合会 
  ・補 助 率：利子補給契約に基づく 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 3 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
 
《事業実績》                                       単位：円 

基準
金利

円 （%） （%） 円

上 9,285,000 0.95 0.015832 1,470

下 9,285,000 〃 0.015832 1,470

計 2,940

上 40,277,000 0.95 0.015833 6,377

八 重 山 下 40,277,000 〃 0.015833 6,377

計 12,754

上 49,562,000 0.95 7,847

下 49,562,000 〃 7,847

計 15,694

上 73,500,000 0.95 0.015833 11,637

下 73,500,000 〃 0.015833 11,637

23,274

38,968

補給率 補給額
区分 漁協名

期
別

　期首残高　　

自主
再建

与那国町

小　　計

宮 古 島

合　　計

小　　計

事
業
統
合
整
理
資
金

 
 
《関連活動》 

年月日 事 項 
02.11.17 

11.26 
12.03 

03.03.24 
03.29 

宮古島漁協経営改善管理委員会幹事会出席（宮古島漁協） 
与那国町漁協経営改善委員会出席（与那国町漁協） 
八重山漁協経営改善管理委員会出席（八重山漁協） 
八重山漁協経営改善管理委員会出席（八重山漁協） 
宮古島漁協経営改善管理委員会出席（宮古島漁協） 

 
 
 
 
７．近代化資金利子補給事業************************************************ 
   本事業は、漁業者が漁船購入等、資本装備の高度化を図るにあたって、国の制  

度である近代化資金の借入に伴う負担軽減を図ることを目的に、20 トン未満の 
漁船漁業者及び養殖業を営む漁業者等（沿岸漁協所属の漁業生産法人や漁協含む） 
が借入れた資金に対し利子補給した。 
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  ・事業の対 象：沖縄県信用漁業協同組合連合会 
  ・補 助 率：20 パーセント以内 
          （借入金 3 千万未満 20%、3 千万以上 15%、法人 10%） 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 3 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
 
《事業実績（上期）》                   単位：円 

区分 件数 融資金額 期末残額 平均残高 補給率 補給額

３千万未満 17 152,860,000 148,395,000 68,744,773 末端金利×20% 26,128

３千万以上 1 67,000,000 63,274,000 31,499,336 末端金利×15% 14,174

法人等 0 0 0 0 末端金利×10% 0

合計 18 219,860,000 211,669,000 100,244,109 40,302  
《事業実績（下期）》                   単位：円 

区分 件数 融資金額 期末残額 平均残高 補給率 補給額

３千万未満 27 210,190,000 207,300,000 89,636,632 末端金利×20% 36,576

３千万以上 1 67,000,000 61,413,000 30,902,797 末端金利×15% 13,906

法人等 0 0 0 0 末端金利×10% 0

合計 28 277,190,000 268,713,000 120,539,429 50,482  
 
 
８．漁船海難遺児育英事業************************************************** 
  不慮の漁船海難事故等によって死亡した漁業者の子弟の救済を目的に、漁業協同

組合を給付窓口として育英資金を支給した。 
 
  ・事業の対 象：漁業協同組合 
  ・補 助 率：定額（5 千円／月） 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 4 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
 
《事業実績》                         単位：円 

区分 漁協 件数 遺児数 月額 給付額 備   考 

上 期 3 4 5 ５千円/人 150,000 高校生 2 人、中学生 3 人 

下 期 3 4 5 ５千円/人 150,000 高校生 2 人、中学生 3 人 

合    計 300,000  
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９．人材育成奨学金給付事業************************************************ 
  沖縄県漁業協同組合連合会を給付窓口とし、全国漁業協同組合学校に就学する者

の学費等に対して補助した。 
 
  ・事業の対 象：沖縄県漁業協同組合連合会 
  ・補 助 率：事業費の 50 パーセント以内 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 4 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
 
《事業実績》                         単位：円 
漁協 人員 給付率 給付額 備   考 

1 1 50％以内 591,500 学費・各種資格検定料・自治会費 
《関連活動》※なし 

 
 
10.外国人技能実習生受入支援事業****************************************** 
  漁業分野における外国人との多面的な交流・協力関係を構築し、漁村地域におけ

る新たな価値の創造、活性化、生産への貢献による漁業経営の安定並びに漁業後継

者の人材育成に資する外国人技能実習生の受入に伴う日本語研修等に係る経費に

対し補助する事業。 
 
  ・事業の対 象：漁業協同組合等 
  ・補 助 率：事業費の 50 パーセント以内 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 4 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
《執行状況》※申請なし 
《関連活動》※なし 
 
 
11．技術研究開発事業（調査・資料収集）************************************ 
  本事業は、漁業環境の変化等に対応した先導的な事業を推進するため、漁業及び

流通加工等に関する当面の課題や将来の漁業振興に資する調査や資料収集を行う

ことを目的とする事業を実施した。 
 
  ・公 表 方 法：事業の成果は決算報告書で公表 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 1 号 
  ・財 源：基本財産の運用益・事業収益 
 
（１）市況情報発信による魚価の安定向上対策事業 
  市況情報システムの公開情報の充実強化による市場流通の円滑化に資するため、

公開情報の維持管理に努めた。 
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《事業実績》                           単位：円 

費用区分 支出額 内 容 

通 信 運 搬 費 8,208 ドメイン管理費用 

消 耗 品 費 382,800 レンタルサーバー、システムサポート保守料金 

支 払 手 数 料 1,320 振込手数料 

合    計 392,328  

 
○市況情報サイト  

名  称：OKINAWA 海人魚市場、アドレス：http://www.okinawa-fish.jp 
 
〇利用状況 
区分 R02 年度 R01 年度 H30 年度 H29 年度 H28 年度 H27 年度 
訪問数 151,173 138,455 121,622 105,458 93,326 64,114 
閲覧数 457,754 416,891 367,986 332,663 294,537 211,657 

 
〇都道府県別の訪問数 
区分 沖縄 大阪 福岡 東京 神奈川 鹿児島 その他 合計 
訪問数 57,177 43,356 11,906 11,192 8,324 6,571 12,647 151,173 
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【沖縄漁業基金事業（公２事業）】 
  平成 25 年 4 月 10 日に日本と台湾の双方の代表により署名された「東シナ海にお

ける平和及び安定を維持し、友好及び互恵協力を推進し、排他的経済水域の海洋生

物資源の保存及び合理的な利用並びに操業秩序の維持を図ることを目的とした取

決め（通称：日台漁業取り決め）」により、沖縄県漁業者が直面している外国漁船と

の漁場競合の激化、水産資源の悪化等に対応するため、沖縄県の協力のもと漁業者

の経営安定、被害救済及び漁場機能の回復並びに漁業環境の整備を推進し、本県水

産業の振興を資することを目的とする事業。 

 
  ・事業の対 象：沖縄県内に住所を有する漁業協同組合等 
  ・助 成 率：定額・定率 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 1 号、第 2 号、第 3 号 
  ・財 源：補助金（沖縄漁業基金事業資産） 
 

《執行状況》                                   単位：円 

前年度末残高 
令和２年度 

補正予算 執行額 利息収入額 基金残高 

3,294,523,227 3,000,000,000 2,201,313,223 216,247 4,093,426,251 
※前年度末残高には利息収入額(H26:586,255円、H27:8,695,955円、H28:8,546,078円、H29:1,215,112

円、H30:392,496 円、R01:222,169 円）を含む。 

 

 

《令和２年度実績状況》                      単位：円 

事 業 区 分 助成金額 

１ 台湾漁船等対策 2,109,603,189 

 ア 海底清掃事業 5,574,188 

 イ 外国漁船操業等調査・監視事業 2,019,599,844 

 ウ 漁具被害復旧支援事業 0 

 エ 民間漁業者交流支援事業 139,620 

 オ 操業状況等把握システム開発事業 38,418,787 

 カ 操業安全対策事業 45,870,750 

２ 漁業振興対策 59,587,227 

 ア 沖縄産水産物流通促進推進事業 0 

 イ 漁業経営安定対策事業 38,239,427 

 （１）施設整備等利子助成事業 (32,783,216) 

 （２）特別保証対策事業 (5,456,211) 

 ウ 漁業共済掛金助成事業 21,347,800 

 エ 再編整備等推進事業 0 

 （１）再編整備等支援事業 (0) 

 （２）魚種転換等支援事業 (0) 
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３ 漁業環境整備の推進 1,989,982 

 ア 海岸清掃等活動支援事業 1,989,982 

事業費計（上記１～３） 2,171,180,398 

４ 一般管理費 
 

30,132,825 

合      計 2,201,313,223 

 

《関連活動》 
年月日 事 項 
02.04.01 

〃 
07.07 
09.24 
10.23 
10.27 

03.01.28 
〃 

02.02 
02.03 
02.09 
02.26 

 
03.08 
03.16 

外国漁船操業等調査・監視事業実施指導要領一部改正 
海底清掃事業実施指導要領一部改正 
第１回事業検討委員会開催（水産会館） 
第２回事業検討委員会開催（水産会館） 
漁協事務担当者勉強会開催（水産会館） 
日台・日中漁業問題・太平洋クロマグロ資源管理意見交換会出席（水産会館） 
令和２年度水産関係民間団体事業補助金の割当内示（水産庁→） 
令和２年度水産関係民間団体事業補助金交付申請書（→農林水産大臣） 
令和２年度水産関係民間団体事業補助金交付決定通知（水産庁→） 
令和２年度水産関係民間団体事業補助金支払請求書（→農林水産大臣） 
第３回事業検討委員会開催（水産会館） 
令和２年度水産関係民間団体事業補助金基金造成完了報告書（→農林水

産大臣） 
令和２年度水産関係民間団体事業補助金確定通知（水産庁→） 
第４回事業検討委員会開催（水産会館） 

 
 
 
１．事業の内容 

（１）台湾漁船等対策 

（ア）海底清掃事業********************************************************** 

台湾漁船等による投棄漁具及び放置漁具を回収し、漁場機能の維持管理を行うため

に必要な「漁具投棄監視巡回」、「漁具回収計画策定」、「投棄漁具回収」、「放置漁具回

収」、「回収漁具処分」、「漁具の保管」に要する経費に対して助成した。 

 

 ・事業実施者：沖縄県に住所を有する漁業協同組合等 

 ・助  成  率：定額 

 

《交付状況》                         単位：円 
交付決定額 確定額 残額 執行率 

6,577,000 5,574,188 1,002,812 84.8% 
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（イ）外国漁船操業等調査・監視事業**************************************** 

外国漁船の操業状況調査・監視、外国取締船の行動調査・監視、漁場調査等に対し

て助成した。 

 

 ・事業実施者：沖縄県に住所を有する漁業協同組合等 

 ・助 成 率：定額 

 

《交付状況》                     単位：円 

 
 
 

 
《事業実績》 

※括弧内の数値は前年度最終実績値。 

 
《関連活動》 

年月日 事 項 
02.07.20 

07.21 
07.22 
07.27 
07.28 

〃 
07.30 
07.31 
09.30 

書類整理状況確認（国頭漁協） 
書類整理状況確認（金武漁協、宜野座村漁協、石川漁協） 
書類整理状況確認（港川漁協、近海鮪漁協） 
書類整理状況確認（今帰仁漁協） 
書類整理状況確認（本部漁協、名護漁協） 
業務調整（八重山漁協、伊良部漁協、、与那国町漁協）～7/30 
書類整理状況確認（渡嘉敷漁協） 
書類整理状況確認（北谷町漁協） 
業務調整（沖縄市漁協） 

 

 

（ウ）漁具被害復旧支援事業*********************************************** 

外国漁船の緊急避泊等によって漁具や施設の被害が発生した場合、被害漁具等を現

状復帰するために必要な被害漁具等の回収・処分、共同利用漁具・施設の購入、代替

漁具等の整備等に対して助成する事業。 

 

 ・事業実施者：沖縄県内に住所を有する漁業協同組合 

 ・助成率：定額・定率 

 ・申請なし 

交付決定額 確定額 残額 執行率 

2,284,520,319 2,019,599,844 264,920,475 88.4% 

事業実施者数 隻数 人数 日数 
助成金 

計画（円） 実績（円） 

33 

(33) 

980 

(1,001) 

1,554 

(1,603) 

21,140 

(20,370) 

2,284,520,319 

(2,251,937,469) 

2,019,599,844 

(2,004,567,120) 
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（エ）民間漁業者交流支援事業********************************************* 

日台漁業取り決め水域等における安全かつ秩序ある操業の維持・確保を図るため、

日台等の漁業関係者が具体的な資源管理措置に対する認識を共有することを促進す

るとともに、台湾漁船等の操業実態を把握するため必要な活動に対して助成した。 

 

 ・事業実施者：沖縄県漁業協同組合連合会 

 ・助 成 率：定額 

 
《交付状況》                          単位：円 

交付決定額 確定額 残額 執行率 
17,502,220 139,620 17,362,600 0.8% 

  
 

 

（オ）操業状況等把握システム開発事業************************************ 

日台漁業取決め水域で操業する我が国漁船の操業状況等を把握するシステムの開

発・運用に必要な「開発計画検討委員会」、「システム開発」、「保守管理等」に要する

経費に対して助成した。 

 

 ・事業実施者：沖縄県に住所を有する漁業協同組合等 

 ・助 成 率：定額 

 

《交付状況》                           単位：円 
交付決定額 確定額 残額 執行率 

49,973,166 38,418,787 11,554,379 76.9% 
 

 

 

（カ）操業安全対策事業****************************************************** 

日台漁業取決め水域等で操業する沖縄県漁業者の安全操業の確保のために必要な

機器の整備等に要する経費に対して助成した。 

 

 ・事業実施者：沖縄県に住所を有する漁業協同組合等 

 ・助 成 率：定額 

 
《交付状況》                           単位：円 

交付決定額 支出済額 残額 執行率 
47,334,500 45,870,750 1,463,750 96.9% 
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（２）漁業振興対策 

（ア）沖縄産水産物流通促進事業********************************************** 

水産物の生産者、流通業者及び加工業者、若しくはそれらの団体が行う沖縄産水産

物の目詰まり解消の個々の取組に対して助成する事業。 

 

 ・助成対象者：沖縄産水産物の生産者、流通業者、加工業者、それらの団体その他 

水産庁長官が特に目詰まり解消の実証の取組を行う者と認めた者。 

 ・助 成 率：１／２以内 

 ・応募なし 
 

 

 

（イ）漁業経営安定対策事業************************************************ 

①施設整備等利子助成事業 

日台漁業取決めの影響を受ける漁業者等が借り入れる資金に対し利子助成した。 

 

・助成対象者：沖縄漁業基金事業交付規則（平成 26 年 2 月 21 日施行）第 68 条に

該当する者 

 ・助 成 率：定額 

 
《交付状況》                           

資金名 借受者 令和２年度対象利子助成額 
件数 金額 

a 設備資金 漁業者 90 件 31,012,498 円 
b 運転資金 漁業者 0 件 0 円 
c 運転資金 漁 協 2 件 1,722,688 円 

合計 92 件 32,783,216 円 
 
《承認状況》 

資金名 借受者 
令和２年度 平成 26 年度～令和２年度累計 

件数 承認額 件数 承認額 
a 設備資金 漁業者 8 件 82,720,000 円 110 件 1,228,500,000 円 
b 運転資金 漁業者 0 件 0 円 5 件 9,200,000 円 
c 運転資金 漁 協 2 件 150,000,000 円 12 件 840,000,000 円 

合計 11 件 232,720,000 円 127 件 2,077,700,000 円 
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②特別保証対策事業                               
日台漁業取決めの影響を受ける漁業者に対する債務保証について、将来生じ得る求

償権回収金減少の見合い額に対して助成した。 

 

 ・助成対象者：全国漁業信用基金協会沖縄支所・独立行政法人農林漁業信用基金 

 ・助 成 率：定額 

 
【保証引受・助成状況】全国漁業信用基金協会沖縄支所 

資金名 

事業実績 

令和２年度 平成 26～令和 2 年度累計 令和２年度

助成金（円） 件数 保証引受額（円） 件数 保証引受残高（円） 

設備資金 9 件 24,816,000 85 件 215,923,304 1,518,739 

運転資金  0 件 0 0 件 0 0 
合 計 9 件 24,816,000 85 件 215,923,304 1,518,739 

 
【保険引受・助成状況】独立行政法人農林漁業信用基金 

資金名 

事業実績 

令和２年度 平成 26～令和 2 年度累計 令和２年度

助成金（円） 件数 保険引受額（円） 件数 保険引受残高（円） 

設備資金 9 件 57,904,000 85 件 503,821,042 3,937,472 

運転資金  0 件 0 0 件 0 0 

合 計 9 件 57,904,000 85 件 503,821,042 3,937,472 
 
 
 
（ウ）漁業共済掛金助成事業************************************************** 

外国漁船の影響を受ける漁業者に対し、外国漁船の操業や航行に係る情報を収集す

る取組に対して漁業共済掛金の一部を助成した。 

 

 ・助成対象者：沖縄漁業基金事業交付規則（平成 26 年 2 月 21 日施行）第 88 条に

該当する者 

 ・助 成 率：定率 

 
《交付状況》                           単位：円 

交付決定額 確定額 残額 執行率 

22,313,000 21,347,800 965,200 95.7% 
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《事業実績》 

区分

共済
種目

233 3,019,254 1,988,728 95,970 52,779 43,192 21,595,699

- △ 184 △ 92 △ 1,468 △ 972 △ 496 △ 247,899

233 3,019,070 1,988,636 94,502 51,807 42,696 21,347,800

過年度
精算等

合　　計

件数
共済限度額

（千円）
共済金額
（千円）

共済掛金
（千円）

国庫補助額

（千円）

補助対象
金額

（千円）

助成金
（円）

漁獲共済

 
※過年度精算等は、前年度以前の契約の本年度における無効、失効、解除又は精算、

無事故払戻しによる増減となっている。 
 

（エ）再編整備等推進支援事業************************************************ 

日台漁業取決めの影響を踏まえた漁業生産体制の再編整備のために行う減船及び

業種の転換等の取組に対して助成する事業。 

 ・事業実施者：沖縄県漁業協同組合連合会、沖縄県に住所を有する漁業協同組合等 

 ・助 成 率：定率 

 ・申請なし 
 
（３）漁業環境整備の推進 

（ア）海岸清掃等活動支援事業************************************************ 

漁業生産力及び漁業生産への支障物の除去による漁労生産性を向上させるため、漁

場及び漁場に流れ込む恐れのある漂流・漂着ゴミの除去を行う活動に対して助成した。 

 ・事業実施者：沖縄漁業基金事業交付規則第 113 条に該当する者 

・助 成 率：定額 

《交付状況》                           単位：円 
交付決定額 確定額 残額 執行率 

6,083,907 1,989,982 4,093,925 32.7% 
《事業実績》                          

区 分 伊江村スポーツ少年団

北海岸保全部会 名護漁協汀間青年部 合 計 

採

択

決

定 

採択日 R02.05.08 R02.10.13 ― 
構成員数 450 名 57 名 507 名 
活動回数 3 回 3 回 6 回 
交付金額 5,062,500 円 1,021,407 円 6,083,907 円 

精

算

内

容 

精算日 R02.11.25 R03.03.12 ― 
実施人数 延べ 179 名 延べ 20 名 延べ 199 名名 
活動回数 2 回 1 回 3 回 
精算額 1,700,855 円 289,127 円 1,989,982 円 
達成率 33.6％ 28.3％ 32.7％ 
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【沖縄漁業安定基金事業（公３事業）】 

  沖縄県の周辺水域には、広大な米軍訓練水域が設置されているため、沖縄県の水

産業の振興に大きな支障となっている。また、沖縄県は最盛期の台風の進路に当た

っており、暴風雨や高波などの厳しい自然環境により、水産業への被害も発生して

いる。このような状況を踏まえ、漁業者等が抱える負担の軽減及び経営の安定を図

り、水産業の振興による地域経済の活性化を図ることを目的とする事業。 
   

・事業の対 象：沖縄県内に住所を有する漁業協同組合等 
  ・助 成 率：定額・定率 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 1 号、第 2 号、第 3 号 
  ・財 源：沖縄漁業安定基金資産 

 
《執行状況》                    単位：円 

前年度末残高 
令和２年度 

執行額 利息収入額 基金残高 
452,687,098 74,006,585 81,753 378,762,266 

※前年度末残高には平成 26 年度から令和元年度までの利息収入額 1,549,031 円を含む。 
《令和 2年度実績状況》                      単位：円 

事 業 区 分 助成金額 

１漁業経営安定対策 ア 施設整備等利子助成事業 14,993,783 

 イ 保証料補助事業 △3,404 

 ウ 漁業共済掛金補助事業 38,614,052 
 エ 漁業用燃油支援対策事業 7,525,700 

 オ 漁具被害対策支援事業 0 

２漁業生産向上対策 ア 操業安全対策事業 0 

 イ 漁業奨励補助事業 0 

 

ウ 地域漁業活性化事業  

（１）地域活性化計画策定事業 399,000 

（２）太平洋島嶼国入漁支援事業 0 

（３）栽培漁業推進事業 1,000,000 

（４）後継者育成支援事業 0 

 エ 資源管理型漁業推進事業 931,000 

３水産物流通加工対策 ア 水産物販路拡大推進事業 2,053,585 

 

イ 水産物流通加工推進事業  

（１）水産物流通加工推進事業 0 

（２）水産物流通経路開発支援事業 0 

事業費計（上記１～３） 65,513,716 

４一般管理費  

 
8,492,869 

合      計 74,006,585 
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《関連活動》 
年月日 事 項 
02.07.07 

09.24 

10.23 

03.02.09 

03.16 

第１回事業検討委員会開催（水産会館） 

第２回事業検討委員会開催（水産会館） 
漁協事務担当者勉強会（水産会館） 

第３回事業検討委員会開催（水産会館） 
第４回事業検討委員会開催（水産会館） 

 
 
 
 
１．事業の内容 

（１）漁業経営安定対策 

 （ア）施設整備等利子助成事業********************************************* 

米軍による訓練、米軍艦船の航行、自然災害等の影響を受ける水域により、影響

を受ける漁業者及び漁業協同組合が施設整備等を行うために借り入れる資金に対

し、利子助成金を定額で助成した。 
 
・助成対象者＝沖縄県に住所を有する漁業者及び漁業協同組合 
・助 成 率＝定額・定率 

 
《交付状況》 

資金名 借受者 令和２年度対象利子助成額 
件数 金額 

a 設備資金 漁業者 102 件 14,993,783 円 
b 運転資金 漁業者 0 件 0 円 
c 運転資金 漁 協 0 件 0 円 

合計 102 件 14,993,783 円 
 
《承認実績》   

資金名 借受者 
令和２年度 平成 27 年度～令和 2年度累計 

件数 承認額 件数 承認額 

a 設備資金 漁業者 0 件 0 円 122 件 715,590,000 円 

b 運転資金 漁業者 0 件 0 円 3 件 6,200,000 円 

c 運転資金 漁 協 0 件 0 円 0 件 0 円 

合計 0 件 0 円 125 件 721,790,000 円 
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 （イ）保証料補助事業***************************************************** 

沖縄漁業安定基金事業のうち施設整備等利子助成事業の助成の対象となる資金

を借り入れる漁業者等に関し、全国漁業信用基金協会沖縄支所が引き受ける保証に

ついて、漁業者等から一定の期間保証料を徴収しないこととするために要する経費

を定額で助成する事業。 
 
・事業実施者＝全国漁業信用基金協会沖縄支所 
・助 成 率＝定額 
 

《事業実績》                           単位：円 

資 金 名 
平成 27 年度～平成 29 年度 令和２年度 

件数 保証引受額 保証料累計額 
四半

期別 
追加保証料 

（a） 
戻し保証料 

(b) 

設備資金 65 317,800,000 13,695,116 

第１ 0 53,905 
第２ 228,335 219,86 
第３ 43,144 1,142 
第４ 0 0 
小計 271,479 274,883 

運転資金 2 4,000,000 31,308 小計 0 0 
合  計 67 321,800,000 13,726,424  271,479 274,883 

令和２年度助成金（a）－（b）  △3,404 
※当初設定した予算額を超過する状況にあったことから、平成３０年度以降から新規  
の助成は実施していない。 

※保証料累計額は、本事業対象期間に引受した債務保証に係る保証料総額に追加保証 
料及び戻し保証料を加味しており、助成対象の１０年未満の保証料を記載。 

※追加保証料は、新型コロナウィルス感染症の影響に伴う条件変更によるもの。 
※戻し保証料は、繰上償還によるもの。 
 

 

（ウ）漁業共済掛金補助事業********************************************** 

沖縄県における米軍訓練等水域の影響を受ける沖縄県の漁業協同組合に所属し

ている漁業者に対し、共済掛金の一部を定率で助成した。 
 
・事業実施者＝全国合同漁業共済組合沖縄県事務所 

全国漁業共済組合連合会 
・助 成 率＝１／２以内 

 
《交付状況》                           単位：円 

交付決定額 確定額 残額 執行率 

43,132,000 38,614,052 4,517,948 93.9% 
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《事業実績》  
   区分 

 

共済種目 
件数 

共済限度額

（千円） 

共済金額 

（千円） 

共済掛金

（千円） 

国 庫 

補助額 

（千円） 

補助対 

象金額 

（千円） 

助成金 

（円） 

漁 獲 共 済 91 1,864,404 1,073,144 52,149 28,551 23,598 11,798,760 

養 殖 共 済 16 3,052,760 2,851,843 53,456 21,281 32,174 5,367,449 

特定養殖共済 151 1,561,636 1,091,462 101,617 49,712 51,905 24,607,786 

漁業施設共済 7 160,449 128,959 4,021 626 3,395 1,697,552 

R02 契約実績 265 6,639,249 5,145,408 211,243 100,170 111,072 43,471,547 

過年度精算等 － 125 75 △30,834 △16,448 △14,386 △4,857,495 

合 計 265 6,639,374 5,145,483 180,409 83,722 96,686 38,614,052 

※過年度精算等は、前年度以前の契約の本年度における無効、失効、解除又は精算、

無事故払戻しによる増減となっている。 

 

 

（エ）漁業用燃油支援対策事業******************************************** 

漁業用燃油価格の高騰が漁業経営に及ぼす影響を緩和し、漁業経営の安定を図る

ため、沖縄県における米軍訓練水域や外国艦船等の影響を受ける漁業者に対し、燃

油購入に要する経費を定額で助成した。 
・事業実施者＝沖縄県に住所を有する漁業協同組合又は漁業者が組織する団体 
・助 成 率＝定額（令和２年度は予算の範囲内で１KL あたり 910 円） 

 
《交付状況》                       単位：円  

交付決定額 支出済額 残額 執行率 

8,195,460 7,525,700 669,760 91.8% 

 
《事業実績》                    単位：円  

実施者数 
数量（ＫＬ） 助成金（円） 

計画 実績 計画 実績 
20 団体 9,006 8,270 8,195,460 7,525,700 

 

 

（オ）漁具被害対策支援事業********************************************** 

我が国の領海及び排他的経済水域内において発生する漁具被害等のうち、被害漁

具等が外国漁船を除く外国艦船等の緊急避泊・航行活動等によるものであり、当該

艦船等に対する損害補償を申請するために必要な事務手続に要する経費（通訳経費、

翻訳経費等）を定額で助成する事業。 
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・事業実施者＝沖縄県に住所を有する地域協議会、漁業協同組合、沖縄県漁業協

同組合連合会 
・助 成 率＝定額 
・申請なし 

 
 
（２）漁業生産向上対策 

（ア）操業安全対策事業************************************************** 

米軍訓練等水域の影響を受ける沖縄県漁業者の安全操業の確保のために必要な

機器の整備等に要する経費を定額で助成する事業。 
 
・事業実施者＝沖縄県に住所を有する漁業協同組合 
・助 成 率＝定額 
・申請なし 

 

 

（イ）漁業奨励補助事業************************************************** 

自然災害等によって浮魚礁の流失被害が発生した場合、原状復帰するために必要

な流失被害のあった浮魚礁の回収・処分、代替浮魚礁の導入等に要する経費を１／

２以内で助成する事業。 
 
・事業実施者＝沖縄県に住所を有する漁業協同組合 

・助 成 率＝１／２以内 
・申請なし 
 
 

（ウ） 地域漁業活性化事業*********************************************** 

①．地域活性化計画策定事業＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
地域漁業の実態を踏まえた行政施策や地域と連携した活性化計画の検討及び

策定に必要な経費を１／２以内で助した。 
 
・事業実施者＝漁業協同組合 
・助 成 率＝１／２以内 
 

《交付状況》                                         単位：円 
交付決定額 確定額 残額 執行率 

399,000 399,000 0 100％ 
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②．太平洋島嶼国入漁支援事業＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
ミクロネシアやパラオ等の太平洋島嶼国の排他的経済水域内で操業するため

に必要なオブザーバーの乗船に必要な経費を定額で助成する事業。 
 

・事業実施者＝漁業協同組合 
・助 成 率＝定額 

 
《交付状況》                       単位：円 

交付決定額 確定額 残額 執行率 

0 0 0 0.0％ 

 
 
③．栽培漁業推進事業＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

稚魚及び稚貝等の放流活動及びその計画策定に必要な経費を１／２以内で助

成した。 
 

・事業実施者＝漁業協同組合、漁業者又はそれらの団体（漁業協同組合及び市町

村で構成する沿岸漁業の振興を目的とする者） 
・助 成 率＝１／２以内 

 
《交付状況》                     単位：円 

交付決定額 確定額 残額 執行率 

1,000,000 1,000,000 0 100％ 

 
《事業実績》 

事 業 

実施者 
魚種 区分 尾数等 

放流

予定

海域 

事業費 

（円） 

負担区分（円） 

備考 財団 

助成金 

事業実施

者負担金 
その他 

中城湾沿

岸漁業振

興協議会 

ハマフエ

フキ（タ

マン） 

購入 

中間 

放流 

8,000 

8,000 

7,960 

中城

湾域

内 

2,484,979 1,000,000 1,334,979 150,000  

 
 
④．後継者育成支援事業＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

地域に適合した漁業生産技術及び漁業関係者の交流・研修に必要な経費（旅費、

会場借料等）を１／２以内で助成する事業。 
・事業実施者＝漁業協同組合、漁業者又はそれらの団体（女性部、青壮年部など） 
・助 成 率＝１／２以内（助成額上限：１事業あたり 50 万円） 
・申請なし 
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（エ） 資源管理型漁業推進事業******************************************* 

沖縄県において発生する密漁行為を防止するために必要な陸上監視活動及びそ

の計画策定等に要する経費を定額で助成した。 
 
・事業実施者＝沖縄県に住所を有する地域協議会、漁業協同組合、沖縄産水産物

の生産者の団体 
・助成率＝定額 

 
《交付状況》                       単位：円 

交付決定額 確定額 残額 執行率 

931,000 931,000 0 100.0％ 

 
《事業実績》 

 事業実施者 

(事業従事者) 
実施内容 

 

事業費 

 

負担区分(円) 

助成金 
事業実施者 

負担金 

国頭漁業協同組合 

共同２号漁業権に関係する

地区の 15 箇所に密漁防止看

板を設置し、海を利用する多

くの者に啓蒙活動を行った。 

931,000 

 

931,000 0 

合計 931,000 931,000 0 

 

 

 

（３）水産物流通加工対策 

（ア）水産物販路拡大推進事業******************************************** 

米軍訓練等水域の影響を受ける沖縄産水産物の消費拡大を推進するため、販路開

拓、魚食普及及び消費拡大等にかかる取組に要する経費を定額で助成した。 
 
・事業実施者＝沖縄県に住所を有する地域協議会、漁業協同組合、沖縄県漁業協同

組合連合会、沖縄産水産物の生産者の団体又はそれらと連携して事

業を実施する流通業者及び加工業者 
・助 成 率＝定額（助成額上限：１事業あたり 300 万円） 

 
《交付状況》                     単位：円 

交付決定額 確定額 残額 執行率 

3,000,000 2,053,585 946,415 68.5％ 
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《事業実績》 

事業実施者 実施内容 
事業費 

（円） 

負担区分（円） 

助成金 自己負担金 

沖縄県漁業

協同組合連

合会 

乾燥モズク等の県内外業者

及び観光卸業者、ネット販

売等 EC サイト活用による特

価販売とサンプル提供、ト

ビウオ原料による試作・新

商品開発、マグロ原料での

ペットフード加工の試作に

取りくんだ。 

2,053,585 2,053,585 0 

 

 

（イ）水産物流通加工推進事業******************************************** 

①．水産物流通加工推進事業＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
沖縄産水産物の流通促進のため、加工商品及び流通手法の開発、機器の導入に

要する経費を助成する。 
 
・事業実施者＝沖縄県に住所を有する漁業協同組合及び沖縄県漁業協同組合連合

会又はそれらと連携して事業を実施する流通業者、加工業者 
・助 成 率＝１／２以内（助成額上限：１事業あたり 100 万円） 
・申請なし 
 
②．水産物流経路開発支援事業＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
沖縄産水産物の流通促進のため、漁協と一体となって取り組む新規の店舗及び

加工設備等及び簡易営業店舗設営にかかるテント、機器機材等の借料に対し、定

額で助成する事業。 
 

・事業実施者＝沖縄県に住所を有する漁業協同組合と一体となって取り組む沖縄

産水産物の生産者団体（漁業士会、女性部、青壮年部など） 
・助 成 率＝定額（助成額上限：１事業あたり 50 万円） 

 
《交付状況》                     単位：円 

交付決定額 確定額 残額 執行率 

0 0 0 0.0％ 
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【その他の事業（相互扶助等事業）】 
１．漁業者老齢福祉推進事業************************************************ 
  漁業者の老後生活の不安解消を図り、生活基盤の安定による福祉の増進を図るこ

とを目的に、漁業者が支払う漁業者年金掛金に補助した。 
 
  ・事業の対 象：漁業協同組合 
  ・選 考 方 法：漁業協同組合に所属する正組合員とし、漁業生産活動を生活の

基盤としている者を対象としている。 
  ・補 助 率：定額（3 千円／年） 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 4 号 
  ・財 源：基本財産の運用益 
 
《事業実績》                         単位：円 
漁協 人員 補助率 補助額 備   考 

21 34 ３千円/人 102,000 
新規 0 人、再開 0 人、休止 0 人、払込終了 4 人 
解約解除 8 人、資格変更 0 人、脱退 0 人 

 
 
２．特定水産物調整保管事業*********************************************** 
  沖縄県特定水産物調整保管事業資金造成事業補助金交付要綱（以下「県補助金交

付要綱」という。）及び沖縄県特定水産物調整保管事業資金造成事業実施要領（以下

「県実施要領」という。）に基づき、本県の基幹水産物であるモズクの価格安定を図

るため、県、市町村、漁業者、当基金が造成した資金を用い、県内モズク生産漁協

等で構成する「沖縄県もずく養殖業振興協議会」が需給動向に基づき定めた目標生

産量を設定した上で、モズクの産地価格の低迷時に漁業協同組合等から一定の価格

で買い取ったものを調整保管の上、主要消費地等において消費地価格の安定に資す

るよう放出するための費用（保管料、入出庫料、買取資金借入利息）を充当する事

業及び県産水産物の生産量増大や消費拡大に繋がる事業であり、当基金は県補助金

交付要綱並びに県実施要領に基づく造成資金の管理を行っており、事業実施に関し

ては沖縄県漁業協同組合連合会等に委託して実施している。 
  なお、令和２年度は造成資金の増額（積立金運用利息）のみとなった。 

 
  ・事業の対 象：沖縄県漁業協同組合連合会等（委託先） 
  ・選 考 方 法：沖縄県漁業協同組合連合会等から事業発動に備えた実施計画書

が提出された後、県実施要領に基づき、県知事の承認を得るこ

とを要する。 
  ・補 助 率：造成資金の範囲内 
  ・定款上の根拠：第 4 条第 2 号 
  ・財 源：造成資金（県、市町村、生産者、基金） 
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（資金造成実績）                         単位：円 

負担区分 前年度 
末残高 

前年度未

経過利息 
R02 年度 
造成額 

未 経 過 

利 息 
今年度末 
残   高 

県 25,801,625 0  0 25,801,625 
生産者 6,241,647 0  0 6,241,647 
市町村 16,475,000 0  0 16,475,000 
振興基金 9,876,323 0  0 9,876,323 

積立金運用利息 8,116,879 △9,182 375,473 6,156 8,489,326 
合 計 66,511,474 △9,182 375,473 6,156 66,883,921 
通帳残高 66,502,292 375,473 66,877,765 

※末経過利息＝R3.3.26～R3.3.31 の間(6 日)の運用利息の見越し計上額。 
 
 
 
 
 
 
 

 


